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概要
本稿は、大学におけるデジタルトランスフォーメーション (DX)を推進するための指針として、ビジネスプロセ
スマネジメント (BPM)とデータマネジメントの統合的アプローチを提案する。BPMによる業務プロセス改善は、
個別の業務を電子化するデジタライゼーションに相当し、具体的な方法論を詳述する。さらに、デジタルトランス
フォーメーションへのステップアップにはデータ利活用が不可欠であると位置づけ、学内データを分類し、それぞ
れに適した戦略を考察する。本稿は、ビジネスプロセスマネジメントとデータマネジメントの相補的活用により、
持続的な大学 DXを実現する枠組みを提示する。

1 はじめに
日本におけるデジタルトランスフォーメーション

(Digital Transformation: DX) の機運は、2018 年の
DX レポート [1] にはじまり、2020 年の COVID-19

の流行によるデジタルインフラへの注目により高まっ
た。経済産業省による DXの定義は

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、デー
タとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニー
ズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変
革するとともに、業務そのものや、組織、プロセ
ス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を
確立すること。

であり [2]、これは「2025年の崖」と呼ばれる経済およ
びビジネス上の危機感を強く意識したものとなってい
る。即ち、日本における DXはビジネス上の優位性を
確保することを目的としており、その手段としてデジ
タル技術を活用した新しいビジネスモデルの確立や組
織文化の変革を求めている。大学における DX では、
このようなビジネス上の目標は設定できないため、別

のゴール設定が必要となり、そのことが大学の DX推
進を難しくしている。ビジネスと異なる価値観を社会
に提供する大学において、経済産業省の定義する通り
の目標を定めることは困難であるが、DXの背景にあ
る 2025 年の崖および関連する現状への危機感、即ち
古い習慣に基づいた既存のシステムを維持すること、
それに伴い組織習慣が旧態依然となり、やがて衰退し
かねないという懸念は同様に存在している。
本稿では大学における DX の 1 つの方針として、

「データ利活用を促進し、時代に応じた変化に備える」
ことを提案する。この提案を実施していく具体的な方
法論として、ビジネスプロセスマネジメント (Business

Process Management: BPM)[3]およびデータマネジ
メント (Data Management: DM)[4] に基づき、業務
プロセス可視化による業務改善の方法およびデータ流
通を促進する DX戦略の提案を行う。業務改善の方法
については、これまでの研究 [5, 6, 7] をレビューし、
BPM の基本的な考え方について議論する。さらに、
DM に基づく DX 戦略の提案に加え、データ流通と
BPMの関係についての考察を行う。



2 業務改善のやり方
ビジネスプロセスマネジメント (BPM)の定義は

組織の戦略目標に沿った成果を挙げられるよう
に、自動/非自動なビジネスプロセスを特定、設
計、実行、文書化、測定、監視、管理する体系的
な経営アプローチ

とされている [3](著者訳)。即ち、日々の業務で繰り返
し行われる業務プロセスを知的資産とみなし、その品
質管理を行うための知識体系である。本稿では、個々
の業務プロセスを可視化・分析することでプロセスが
持つ課題を洗い出し、改善していくミクロな方法につ
いて議論する。
2.1 ボトムアップアプローチ
BPM に基づいた業務改善を導入する場合、個々の
業務を取り上げて改善するボトムアップアプローチが
採用されることが多い。このような業務改善プロジェ
クトは通常以下のようなステップで実行される。

1. 現在の業務プロセスをありのまま (as-is プロセ
ス)に可視化する

2. as-isの課題を列挙し、分類・分析して要因を深堀
りする

3. 要因分析に基づき、解決策を検討する
4. 解決策を反映した改善プロセス (to-be プロセス)

を策定する
5. to-beプロセスを実装する開発や調整を行う
6. to-beプロセスを実施し、評価する

解決策を検討する段階で、課題によってはすぐに解
決できないものもある。例えば規則の変更を伴った
り、関係者が多く調整に時間がかかったりする場合で
ある。このような問題は将来解決すべき課題として残
し、現実的に実行できるプロセス (can-beプロセス)と
して、差し当りの改善を行うこともある。また、to-be
プロセスを実装するために、ICTシステムを利用した
ほうがよい部分を特定し、必要なシステムの導入を検
討する。全体のプロセスのうち、どの部分を電子化す
ることが特定できていることから、システムが持つべ
き機能 (要求定義)は明確化され、真に必要な機能を持
つシステムの導入が達成できる。
2.2 プロセスの可視化
前述の業務改善プロジェクトを実施するにあたり、
業務プロセスが可視化されていることが重要になる。
可視化のルールを共通化することで、プロセス図を

組織内の共通言語として定めることができ、全学的
な業務改善を促進することになる。BPM でよく使
われる可視化の方法として Business Process Model

and Notification(BPMN) と Event-driven Process

Chain (EPC) がよく用いられる。BPMN は国際標
準 (ISO19510) となっており、多くの BPM の支援
を行う IT システム (Business Process Management

System: BPMS)内の業務プロセスモデルとして利用
されている。しかしながら、使われるシンボルの多さ
や正しく書くために訓練が必要など、専門家が必要で
あり、BPM を初めて実施する場合はやや難易度が高
い。EPCは 90年代に開発された業務プロセスモデル
である [8]。使われるシンボルが少なく修得しやすい
こと、また人手によるアナログ業務の記述がしやすい
ことから、大学における BPMの導入として推奨でき
る。ただし、書き手によって多少書き方に揺れが出て
しまうことがある点はデメリットと言える。EPC の
特徴は、終了イベントが次のタスクの開始イベントと
同一視されることで連鎖となり、全体のプロセスを形
成する点にある。イベントが明記されることで、その
タスクが何故実施されるかが明示されることになり、
業務の目的が明確になる。また、個々のタスクごとに
インプットとアウトプットを記入することで、あるタ
スクで作成されたアウトプットがどこでどのように利
用されているかがわかるようになる。
本学では、プロセスの可視化や分析のために

Ranabase[9] を利用している。Ranabase では EPC

を採用しており、プロセス図の基本構造は図 1 のよ
うになる。アクターごとにレーンを用意し、時間は上
から下に向かって流れる。時間の流れにあわせて、イ
ンプットは左上から、アウトプットは右下に向かって
書くのが通常である。Ranabase で使われるシンボル
は、図 1に掲載されている物の他に、条件分岐を表す
XOR(Exclusive OR)、AND、ORの 3つがあり、大
学で行われる業務のほとんどはこれらのシンボルだけ
で記述できる。
2.3 本学の業務改善
本学では、BPM に基づく業務改善を行っている。
主に対象とする業務はいわゆる申請業務であり、申請
書を提出し、それを担当部署が確認・承認する業務で
ある。本学では文書決裁システム [10] を導入してお
り、これを使った業務改善・電子化が推奨されている。
プロセスの可視化や分析は、業務改善担当者と現場の
業務担当者が協働して行う。現場の担当者が OJT と
してこの経験を積むことにより、将来自ら業務分析・



図 1 Ranabaseを使った EPCの基本構造とシンボ
ル。シンボル内の文字はそのシンボルの意味に対応
している。作図の際はそれぞれの実体を説明する内
容を記述する。

改善を行うことが推奨されており、自律的に業務改善
を進めている部署も存在する。
文書決裁システム [10]はノーコード・ローコードプ
ラットフォームであり、国内の組織文化を踏まえたシ
ステムデザインがされており、大学固有の組織構造や
承認・決裁文化にも対応できる。アプリケーション開
発を実施するためには、以下の項目が明らかになって
いる必要がある。

1. 申請および承認・決裁に必要なデータ (web フ
ォーム)

2. 承認・決裁のプロセス (決裁経路)

3. 業務に関わる人・組織とその権限 (権限設定)

これらは業務プロセスの分析の過程で自ら明かになる
ものであり、BPMにおいても基本になる要素である。
2.4 DXとの関係
このような取組は、[11]で解説されている DXの段
階の第 2 段階であるデジタライゼーション (Digital-

ization) のフェーズに相当する。このフェーズは「個
別の業務・製造プロセスのデジタル化」と定義される。
ここまで議論したとおり、BPM を適用し、適切な箇
所にデジタルツールを導入することはデジタライゼー
ションを実践するうえで有力な方法であることがわか
る。一方、デジタライゼーションは、次のフェーズで
ある「デジタルトランスフォーメーション」のための
準備段階に過ぎない。[11]の図 5-8ではデジタルトラ
ンスフォーメーションの段階は「組織横断/全体の業
務・製造プロセスのデジタル化、“顧客起点の価値創

出” のための事業やビジネルモデルの変革」と説明さ
れている。前半部分は、デジタライゼーションの延長
として自然に理解できるが、後半部分にはギャップが
ある。DXの定義を鑑みると、この部分が最終的な目
標であり、このギャップを埋める必要がある。
本学の業務改善のやり方を鑑みると、プロセスの可
視化・分析に伴ってもう 1つ重要な要素としてデータ
が明示化されていることは特筆すべきである。システ
ムに webフォームを実装する必要があることから、旧
来紙または word/excel などで記入していた項目を洗
い出し、データ型を定義することが自然に行われる。
構造化されたデータが文書決裁と同時にシステムに
蓄積され、このデータは再利用性が高い。実際、この
ようなデータは学内の様々な活動の実態を示す一次
情報となる。例えば出張、休暇、留学、退学など、大
学における教育・研究活動の多くはこのような申請書
を伴う業務によりデータに変換されている。様々な報
告書や計画調書における KPI の設定や Institutional

Research(IR)ではこのようなデータを収集・分析する
ことが必要であり、新しい事業や意思決定を行うため
の基本的材料になる。前述の通り、DX は (ビジネス
の文脈で語られているが) このような新規事業や意思
決定を通して新しいビジネルモデルの確立や組織文化
の変革を求めている。したがって、データはデジタラ
イゼーションとデジタルトランスフォーメーションを
繋ぐ 1つのキーワードとして考えられる。

3 データマネジメント戦略の考察
前述の通り、業務プロセスの改善をさらに発展させ、
経済産業省の定める DXに迫るためのキーはデータで
あると考えられる。我々は、ビジネスの文脈で定義さ
れる DXを大学のような組織にも適用するための指針
として「データ利活用の促進」を提案しており、データ
マネジメントはその本質であると言える。本稿で扱う
データマネジメントは [4, 12, 13]などを参考とし、こ
こまで議論してきた業務改善のやり方を踏まえつつ、
データ利活用を前提とした DX戦略の立案を想定して
考察し、提案するものである。
3.1 データの分類
本節では、データ利活用を前提した DX推進の戦略
を策定することを目指し、学内で利活用されるデータ
にはどのようなものが種類があるのか分類することを
試みる。ここで対象としているデータは、断りのない
限りは事務業務により発生また利用される個々のデー
タセットを指すこととする。事務業務に係るデータの



分類の観点として、1) ライフサイクル、2) 流通、3) 利
用場面 の 3つから考察する。
データのライフサイクルは生成、更新、利用、蓄積、
廃棄の一連のプロセスとする。前節で議論した業務に
より発生するデータは基本的にこのライフサイクル
を辿る。同時に、ライフサイクルごとのプロセスは業
務プロセスとも関係し、業務プロセス分析の際にデー
タのライフステージも明確になる。流通はライフサイ
クルにおける更新および利用のプロセスと深く関係す
る。業務により発生したデータは、その業務限りでは
なく、別の業務でも利用されることが多い。生成され
たデータは適切な形で利用できるように流通する方法
や体制を構築しておく必要があり、DX戦略の重要な
要素となる。利用場面は、利用のステージにおいてど
ういう目的で使われるものであるかを意味する。業務
遂行の中で単に参照されることもあれば、更新を伴っ
たり、集計や加工などの作業を伴う場合もある。以上
の観点から、以下のような分類を提案する。

マスターデータ: 人、組織、施設など大学運営の基礎
となるデータ。

トランザクションデータ: 日常業務で発生するデータ。
サマリーデータ: 報告や分析のために収集・蓄積され
ているデータ。

その他のデータ: 上記 3 つのいずれにも該当しない
データ。

マスターデータは、組織を代表する基本的なデータ
であると同時に、日常業務において参照されるデータ
である。例えば何らかの申請書を作成する際には、申
請者の氏名や所属、職員番号または学籍番号は必ず
といって良いほど記入するものであり、人や組織を特
定する目的で利用する。ライフサイクルの観点で言う
と、更新頻度は高々年 1回程度であり、静的なデータ
と言える。データ流通としては基本的には参照のため
に使われるものであり、原則として流通の過程で改変
されてはいけない。氏名の変更や改組に伴う更新、あ
るいは入職入学に伴うデータの生成など一部の業務は
例外で、マスターデータの変更権限を特別に持つ部署
による業務が存在する。利用場面は前述の通り日常業
務で参照され、人や組織などを特定する重要な情報と
なっている。
トランザクションデータは日常的に生成、更新され
る動的なデータである。前節の業務改善で対象とし
ていたのはこのデータであり、申請書に書かれ、承認
された内容が相当する。氏名などはマスターデータを

参照して記入されることが望ましい。申請を承認する
プロセスで修正や追記がなされ、最終的に決裁される
ことで確定する。ここまでを生成のプロセスと定義す
る。また、決裁と同時に適切な期間蓄積する。蓄積さ
れたデータは、必要に応じて別の業務で参照利用され
ることがある。申請内容の変更や年度の経過に伴う更
新が行われることもあり、また業務によっては規程で
一定期間後に廃棄する必要もある。ここで議論してい
るライフサイクルはトランザクションデータが業務プ
ロセスの中で変化していくことを意識して想定されて
いる。トランザクションデータに該当するのは申請業
務によるデータだけではなく、新規の企画やトラブル
対応の履歴など幅広い業務が該当し、事務業務によっ
て発生するデータの大半がこの分類に属する。
サマリーデータはやや特殊なデータである。分析や
報告のために作成されるものであり、既存のデータ
(マスターデータとトランザクションデータの組み合
わせ) を加工し、新規に発生するものではない。一般
にはデータウェアハウスやデータレイクに蓄積され
るデータが該当する。大学の業務の現場ではこのよう
なシステムに一元化されているとは限らず、目的に応
じて担当部署に都度照会して収集されることがある。
データウェアハウスなどに蓄積されるという意味では
データ流通の最下層に相当し、そのままの形で上流に
戻ることもない。
その他のデータは高い機密性のために特定の部署で
厳重に管理されているデータや一時的に発生して使い
捨てられるデータなどが該当する。これらのデータも
ライフサイクルを持つが、流通しない、利用場面が限
定的になるなど、データ利活用を前提とする DX戦略
の観点からは特例的な扱いとなるためにその他に分類
している。しかし、学内のデータにはこのようなデー
タも確かに存在しており、例えば近年注目されている
ものとして研究データが挙げられる。研究データマネ
ジメント (Research Data Management: RDM) は研
究インテグリティやオープンサイエンスの観点で DX

としても重要であるが、本稿ではこれ以上扱わない。
3.2 分類ごとの戦略の考察
学内のデータを分類することで、それぞれの性質に
適した戦略を考えることができるようになる。
3.2.1 マスターデータ
マスターデータは近年 DX推進の重要要素として注
目されており、マスターデータマネジメント (MDM)

としてデータマネジメントの中でも特別なものとして
取り上げられている [13]。マスターデータは組織を代



表するデータであるため、その戦略および施策は大規
模となる。データ利活用の観点では、マスターデータ
は更新頻度が少なく、業務プロセスの中で参照される
ものであり、そのデータ定義、構造、仕様は明確に定
義され、学内に共有されている必要がある。したがっ
て、データモデル設計や IT システムの導入だけに留
まらず、ID採番ルール、ガバナンス、ポリシーといっ
た制度や規程の整備およびその普及が必要となる。マ
スターデータの存在を前提とした業務プロセスの再定
義も必要となり、BPMを必然的に巻き込む。
3.2.2 トランザクションデータ
トランザクションデータは、前節で議論したように、
ボトムアップアプローチによる業務改善の中でデータ
定義や構造が明確化され、適切な ICT ツールを導入
することで再利用できる形式で蓄積される。このよう
な取り組みを全学で推進する体制の構築や積極的な業
務分析・改善を推奨する機運を高めていく仕組み作り
が、トランザクションデータの DX推進戦略の基本的
な方針となり得る。しかしながら、学内には多様で多
大な業務が存在し、個々の業務に逐一対応していくの
は困難である。ボトムアップアプローチは導入当初は
効果的であるが、普及の速度が遅くなりがちであるこ
とが課題となる。そのため、トップダウン的に行う施
策と併用する必要が出てくる。前述の通り、マスター
データを利用した業務プロセスへ変革していくことは
あらゆる業務に影響する。また、複数部署を巻き込む
規模の大きな業務を変革していくことで関連する業務
へ波及させるような方法や、組織ごとに管轄している
業務を俯瞰した業務カタログを作成していくといった
アプローチが考えられる。
3.2.3 サマリーデータ
サマリーデータそのものに関する戦略は比較的小
規模になる。何故ならこのデータは報告や分析のた
めに蓄積されるという目的が明確であり、このよう
な業務を所掌する部署が中心となるためである。IR

や大学評価対応を担う部署が先導することが多いと
考えられ、データウェアハウスの設計や BI(Business

Intelligence)ツールの導入や活用方法の策定などが該
当する。サマリーデータをどう分析すべきか、作成し
たレポートをどう意思決定に活用するか、といったサ
マリーデータが生む成果に対する戦略は IR の課題と
なる。
ただし、サマリーデータをどのように蓄積し、活用
するかという問題は本稿の DX 戦略の中に含められ
る。従来、種々の調査や報告書の作成、IR分析の実施

を行う際は必要ができたときにその場限りに集約し、
活用するということが多く行われている。DMはむし
ろこのようなアドホックな対応を避けることが目的の
1 つになる。アドホックな対応では、データ提供の依
頼、依頼へ対応するためのデータまとめからの提供、
提供されたデータの解釈、整形などの前処理、といっ
た事前準備に多くの労力がかかってしまう。DXで求
められる時代の変化に応じた柔軟な組織であるために
は、サマリーデータの如何に用意し、活用し、時機を
捉えた手を打てるよう備えているかを問うことが必須
である。サマリーデータ活用の戦略は、デジタルトラ
ンスフォーメーション後を見据えた超長期的な視点を
含んだものとなる。

4 まとめ
本稿では、大学における DX 推進の方針として、

BPMと DMの組み合わせによるデータ利活用の推進
を掲げ、その方法や戦略の策定について議論した。業
務改善については、本学ではこれまでの実績 [5, 6, 7]

があり、それに基づいたレビューを行った。これまで
の研究では、業務プロセスそのものの電子化および効
率化に重点を置いて方法論を探求してきたが、改めて
DXの定義に立ち返ることで、DMの必要性に到達し
た。そこで、DMの戦略を検討するために、大学を流
通するデータに着目し、その分類と分類ごとの戦略の
提案を行った。現時点では、DM戦略は理論的な提案
に留まっており、実践的な検証やノウハウの蓄積は十
分ではない。大学 DXの議論は、実際に大学内で実践
した経験に基づくため、それぞれの大学により実施可
能な範囲が異なる。大学によって課題意識も異なるた
め、本稿で議論したような方法が通用するとも限らな
い。しかしながら、DXをはじめとした大学改革は社
会的な要請も強く、どの大学も何らかの活動を行って
いる。本稿はそのような大学改革の一助となることを
期待して発表したものであり、大学ごとの文脈に落と
し込むための参考となれば幸いである。
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